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共同事業ニュース：2025 年 1 月号 
2025 年 1 月 31 日発行 

№185 

 
 
○ 本誌は、毎月１回、都道府県石油組合、北海道 18 石油組合、共同事業部会委員、農林漁

業部会委員に配信しています。 
○ 全石連のホームページ“石油広場：http://www.zensekiren.or.jp/”に最新号から 1 年前の 

バックナンバーまで掲載しています。 
「石油広場 トップページ」⇒「各種情報」⇒「共同事業グループニュース」 
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１．「ガソリンのギフト券」事業状況  

(１)登録・販売状況について 

 組合各位のご協力により、取扱店７，７００ＳＳ(先月: ７，６８２・１８増)、販売店 ２，

１９７ＳＳ(先月: ２，１９１・６増)、全国での登録率は３６．９％となりました。 

 １月の販売枚数は、１月２７日現在で１２，９３２枚となりました。前年同月は丸亀市・魚

津市の合計３２４，５００枚の注文があり３３９，８２４枚でしたが、両自治体分を除くと１

５，３２４枚となります。１月は法人ユーザーからの千枚規模の大口購入がなく、前年度割れ

となってしまいました。 

 北海道のテレビ局で朝夕の情報番組で視聴者プレゼントにガソリン券が採用されたことで、

北海道内からの web サイトへのアクセス等が大きく増え、道内からの注文が増える現象が起き

ました。購入件数は昨年の同時期１９６件を上回る２０５件になっており、徐々に知名度が上

がっているものと思われます。 

  

(２)自治体事業での採用状況について 

 激変緩和事業での補助金額の縮減によるガソリンや灯油の価格高に苦しむ市民生活を支援

するため国から自治体に「地方交付金」が措置されたことから、組合から自治体にガソリン券

を活用した住民支援策の提案をしていただいたことで、１４の自治体から問い合わせを受けて

います。 

 自治体の担当者からは、「当市内限定での利用にしたい」、「有効期限を年度内にしたい」と

いったガソリン券の仕組みでは対応できない要望が寄せられていますが、即時性、事務負担、

事業経費の観点からは大きな関心を持たれています。 

 ガソリン券が事業モデルの参考にした「おこめ券」では、住民の生活支援策として自治体に

採用されている事例が毎年度登場しているので、継続して自治体へのＰＲに取り組んでいきま

す。引き続き、組合各位のご協力をお願いいたします。 

 

(３)取扱店募集キャンペーンの結果について 

 ２０２４年１０月～１２月の３ヶ月に渡りご協力いただきました取扱店募集キャンペーン

では、全国で１７０ＳＳ登録の成果となりました。 

 ２月７日（金）開催の共同事業部会に報告したのちに、所定の報奨品ガソリン券を対象組合

に贈呈いたします。 

 

 直近の登録・販売状況については、５頁をご覧ください。 

 

 

２．共同購買関係連絡事項 

 （１）年度末セールについて 

  恒例の年度末セールを３月３日（月）から３月３１日（月）までの 1 ヵ月間実施いたします。 

 組合員に告知するため２月２６日（水）付けのぜんせき新聞にチラシ（「共同事業インフォ

メーション」）を折り込む予定です。 

 なお、本セールの事前受付を２月１７日(月)から開始しますが、その際、「年度末セール事

前受付分」と明記くださいますようお願いいたします。本セールに係る価格表が完成次第、

お送りいたします。 
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（２）取扱商品の価格改定について 

 ㈱ミヤノのタオルが１月１６日（木）より値上げになっています。 

 １２月１２日付けの事務連絡に価格表を添付しておりますので、ご確認ください。 

 

 

３. 中型生命グループ保険の加入状況 

 ２０２５年２月１日現在で前月比５人減の６，０４２人です。(前月６，０４７人） 
 
 

４. 賠償責任共済での配達先での事故の取扱い 

 賠償責任共済に加入しているＳＳで使用しているローリー車で軽油の配達先でお客様に給

油場所を確認するためローリー車を一時的に駐車した際に、サイドブレーキのかけ方が甘くロ

ーリー車が動きだして近くに停まっていたお客様の車に追突する事故が発生しました。 

 保険会社に「配達先で起きた事故」として報告をしたところ、「給油作業をする前に起きた

事故なので保険金支払の対象とならない」との連絡がありました。 

 賠償責任共済で対象となるのは、配達先での誤給油、オーバーフローといった給油作業に原

因がある事故であり、配達先で起きた事故が全て対象となるのではありませんのでご注意くだ

さい。なお、ローリー車が自動車保険に加入していれば、前掲の事故は自動車保険の対物賠償

事故として補償の対象となります。 

 
 

５．船舶の用途による還付制度の違いについて 

 農林漁業用のＡ重油を始めとした各還付制度では、給油する船と使用燃料によって適用され

る制度が異なります。同じ農林漁業用の用途であってもＡ重油と軽油では制度が違います。 
 船種や油種が違うと正しい用途であったとしても対象外となりますのでご注意ください。 
 船舶の燃料として使用する場合に適用される制度は下表の通りです。 

制   度 船舶の種類 船舶の使用燃料 

国 産 Ａ 重 油 制 度 漁船 Ａ重油 

農林漁業用軽油制度 漁船 軽油 

海 運 用 燃 油 制 度 
・貨物船(コンテナ船、油送船等) 

・フェリー 
Ａ重油・Ｃ重油・軽油 

 

  また、上記の表にある船舶の燃料として使用されても対象外となる事例があります。 
 用途については常にご確認をお願いします。不明な場合は全石連までご照会ください。 
  対象外の事例 

漁   船 
釣り船などの遊漁船の燃料 

試験のみを行っている船の燃料 

貨物船・フェリー 遊覧船や非定期航路(臨時運航等)のフェリーの燃料 
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---------------------------------------【農林漁業チームからのお願い】------------------------------------- 

無税重油、国産Ａ重油、農林軽油、海運用燃油に関する総括表等に設けている提出期日が近

づいてきましたら、登録業者からの提出状況をご確認ください。 
期日までの提出励行にご協力をお願いします。 
 
 

６．共同事業部門、農林漁業部門担当者会議の開催 

 表記会議を下記日程で開催するご案内を発送しました。年度末を控えて皆様お忙しいこと

と思いますが、多くの担当者の方の参加をお待ちしています。 

 会議終了後の懇親会では、各種事業への取り組みに関する情報交換の場としてご活用くだ

さい。 

 

２月２８日（金）１３:００～１６:００ 石油会館１階会議室 
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